
国際レプリケーション研究の意義と課題

言語: Japanese

出版者: 大阪市立大学経営学会

公開日: 2020-09-09

キーワード (Ja): 国際レプリケーション, 国際化プロセス,

知識マネジメント, 組織能力, 多国籍企業

キーワード (En): 

作成者: 石井, 真一

メールアドレス: 

所属: 大阪市立大学

メタデータ

https://doi.org/10.24544/ocu.20200911-006URL



 

In April 2022, Osaka City University and Osaka Prefecture University marge to 

Osaka Metropolitan University 

 

Title 国際レプリケーション研究の意義と課題 

Author 石井, 真一 

Citation 経営研究. 71(2); 1-15 

Issue Date 2020-08-31 

ISSN 0451-5986 

Textversion Publisher 

Publisher 大阪市立大学経営学会 

Description  

 

Osaka City University 



国際レプリケーション研究の意義と課題 1）

石 井 真 一
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1 はじめに

本稿では、多国籍企業の国際拠点間で移転される知識・能力のレプリケーション（複製）に

着目した、JonssonandFoss（2011）の国際レプリケーション研究の意義と課題について論じ

る。このことを通じて、今後の国際レプリケーションに関する理論構築に向けた手がかりを得

ることが、本稿の目的である。

本稿の構成は以下のとおりである。まず、組織能力に関する議論を踏まえつつ、レプリケー

ション戦略に着目したWinterandSzulanski（2001）について概観する。続いて、Jonsson

andFoss（2011）がおこなったIKEA社の詳細な事例分析およびこれに基づいて提示した国

際レプリケーションのモデルについて検討する。その上で、国際レプリケーション研究の国際

ビジネス研究における意義および課題について論じる。最後に、われわれが近年進めている製

品開発の国際化に関する研究とのかかわりで、国際レプリケーションの分析枠組みとしての可

能性について検討する。
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2 レプリケーションの研究

2.1 レプリケーション戦略と組織能力

JonssonandFoss（2011）がレプリケーションの概念を検討する際に依拠したのは、「レプ

リケーションを戦略として捉える研究」（replication-as-strategyliterature）と彼女らが呼ん

だWinterandSzulanski（2001）である2）。WinterandSzulanski（2001）は、たとえばマク

ドナルドで見られるように統一された製品・サービスを提供する高度に均質化した販売経路を

創造すること 3）を、レプリケーション戦略と定義している4）。このようにレプリケーション戦

略が注目される一つの理由は、企業が事業領域・部門や拠点・店舗を展開し、組織を拡大して

いく過程において、コストの削減や品質を維持することが大きな課題となるからである。とく

に特定地域での集中出店による市場占有率の確保を狙ったドミナント戦略や、個人事業者との

フランチャイズ契約によって多店舗展開を進める企業も近年少なくない。このような形で組織

を拡大する局面では、自社の強みとなる知識や知識体系を上手く事業構成単位の間で共有しつ

つ、製品やサービスを安定的かつ安価に供給する体制を維持することが重要となる。

企業組織においていかに知識共有をおこなっていくかという問題は、経営学の分野でもさま

ざまな研究の中で論じられてきた。HamelandPrahalad（1994）が企業の長期優位性の源泉

として提示したコア・コンピタンス（corecompetence）等の、組織能力に関する一連の研究

はその代表と言えよう。コア・コンピタンス以外にも、伊丹（1984）の示した情報的経営資源

（または見えざる資産）の概念を含めて、組織能力はいくつかの類似概念が先行研究で論じら

れてきた（中橋,1994;大森・松本,2003）。これらの研究は、持続的な競争優位の源泉は、希

少で代替・模倣が困難ないわゆる企業特殊性の高い内部資源にあると捉えており、資源ベース

的な見方（Resource-basedview）の研究あるいは資源ベース論とも呼ばれている。企業内部

に蓄積される企業特殊性の高い経営資源の例としては、事業経験を通じて獲得されるノウハウ

やスキルを含む知識があげられる。資源ベース論と呼ばれる研究には、経営資源の多重利用性

等の特性について論じた研究や、経営資源の組織的な統合活用に着目した研究がある（中橋,

1994;大森・松本,2003）。しかし、社内で蓄積した知識や知識体系を、自社の多様な事業活

動や製品・サービスで展開することの重要性を強調する点は、多くの資源ベース論の研究で共

通していると言える。このことは、企業を経営資源の束として捉えたPenrose（1959）を資源

ベース論の研究がルーツとしていると言われることとも関連していると思われる。

資源ベース論における組織能力の概念は、WinterandSzulanski（2001）やJonssonand

Foss（2011）の論じたレプリケーションの概念とも深くかかわっている。組織能力の議論では、

事業活動を通じて企業が獲得した経験的知識をもとに事業の仕組みを確立する側面と、その仕

組みを社内の多様な事業単位に適用する側面が強調されてきた。以下で検討するように、これ

らの側面はレプリケーション戦略の概念枠組みにおいても重要な位置づけとなっている。この
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点については、WinterandSzulanski（2001）における知識をベースとしたレプリケーションの

捉え方が、Penrose（1959）等の資源ベース論と関連する部分が多いとWinterandSzulanski

（2001）自身も述べている。

2.2 二段階モデル

では、WinterandSzulanski（2001）が論じたレプリケーション戦略について概観していこ

う。彼らは、レプリケーション戦略を二つの段階で捉えたモデルを示した。彼らのモデルの第

一の段階では、企業が事業活動から得た経験知をもとに自社のフォーマットの開発（explora-

tion）をおこない、これをテンプレートとして固定化していく。これは企業がレプリケーショ

ンの探索をおこなう段階である。これに続く第二の段階では、第一の段階で固定化されたフォー

マットを多様な事業へ適用していくことになる。これは企業がレプリケーションの活用（ex-

ploitation）をおこなう段階となる。彼らはArrowCoreという理念型のモデルをもとに、レ

プリケーションが価値をもつ環境要件等について検討した。また、買収によって組織を拡大す

る過程においてレプリケーション戦略をとったBankOneという地方銀行の事例について彼

らは分析した。この分析から、フォーマットを固定化する過程でさまざまな事業活動にフォー

マットを適用していき、その中で企業は試行錯誤を経験するが、この試行錯誤が重要だと彼ら

は指摘した。これらの分析を通じて、レプリケーションを促す条件やその実施過程について、

彼らは検討した。

WinterandSzulanski（2001）におけるレプリケーション戦略の議論に関しては、その限界

についてJonssonandFoss（2011）が以下のように指摘している。まず彼女らは、不完全な

テンプレートを固定化していくことを最適の戦略としたことが、WinterandSzulanski（2001）

の問題点だという。WinterandSzulanski（2001）もレプリケーションの進化に向けた探索を

どの時点で止めるのか、あるいはテンプレートをどの時点で固定化するのか、といった問題を

優先順位に基づいて考慮すべきだと述べている。しかし、それでは一度固定したフォーマット

を改訂することは非効率となり、新たな学習によっておこなわれるフォーマットの更新は許容

されないことになる、とJonssonandFoss（2011）は指摘した。このような批判は、レプリ

ケーションの変容に対するWinterandSzulanski（2001）の捉え方と関連している。彼らの

考えでは、フォーマットを再利用する局面でも、それに先立って、新たな知識の収集・伝達・

体系化、それらを反映した形でのフォーマットの改訂、その新たなフォーマットのレプリケー

ション過程へのフィードバックがおこなわれる。しかし、これらの一連のプロセスには多大な

コストを伴うために、継続的なフォーマットの改訂は非効率なものとなる。このため、組織を

拡大する過程におけるレプリケーションは完全に固定化したフォーマットを通じておこなうべ

きだという示唆が彼らの議論から得られることになる、とJonssonandFoss（2011）は指摘

している。この考え方だと、本国と異質な海外市場の経営環境下での学習が求められる国際化
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の場面でも、本来必要なレプリケーションの進化が担保されないおそれがある、とJonsson

andFoss（2011）はいう。

ただし、WinterandSzulanski（2001）もこのような問題を検討していないわけではない。

むしろ、彼らも一度確立したフォーマットを異質な環境において適用する際に、適応または学

習することとの間でジレンマ（737頁）が起こると指摘している。彼らはレプリケーションを

取り巻く状況の違いによっては、確立されたテンプレートの適用に向けてその修正がおこなわ

れると、新たな問題が起こりうると述べている。その新たな問題とは、コストを伴う試行錯誤

のプロセスを通じて本来あるべきテンプレートのもとで解決されるものであり、確立されたテ

ンプレートを参照する形で解決されるものではない、と彼らも述べている。このような問題を

彼らはレプリケーションのジレンマ（replicationdilemma）と呼び、このジレンマのもとで

テンプレートを修正するにはコストを伴う、ということを彼らは強調した。この点について、

異質な経営環境への対応が必要となる国際レプリケーションでは、WinterandSzulanski

（2001）の示したレプリケーション戦略のモデルを適用するうえで限界がある、とJonsson

andFoss（2011）が指摘したのである5）。そして、このような問題が、国際レプリケーション

のモデルを彼女らが提示した背景にあったのである。

3 国際レプリケーション

3.1 IKEAの国際化の事例

では、WinterandSzulanski（2001）の二段階モデルの限界を克服することを目指した、

JonssonandFoss（2011）の国際レプリケーションに関する議論についてみていこう。多国籍

企業は本国市場とは異質な海外市場の事業活動において、本国で確立した既存のフォーマット

では対応できないため、新たな知識を創造・適応することが必要な場合がある。このような状

況について、スウェーデンを発祥とする家具小売企業のIKEAの事例をもとに彼女らは説明

した。

図は、JonssonandFoss（2011）が示したIKEAの国際化プロセスの図を簡略化する形で
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筆者が修正したものである。この図とJonssonandFoss（2011）、IKEAの公式HP（https://

www.ikea.com/jp/ja/this-is-ikea/index.html）をもとに同社の国際化の経緯についてみてい

こう。

IKEAの公式ホームページによると、創業者イングヴァル・カンプラート氏が、アルムハル

トというスウェーデンでも比較的僻地の町に設立した雑貨店に、同社のルーツはある。同社は

1947年に家具・雑貨の格安販売を始め、大都市の消費者から離れていた中でカタログ販売を

開始した1951年から家具の販売に特化した。この時に同氏はすでにIKEAは低価格で良質な

家具を販売すべきだと考えていた。郵送カタログで発注した大物家具の配送は困難で高価であ

り、またしばしば製品が破損することもあった。そこで、たとえば配送用向けに後で組み立て

やすく、また配送用に平らにできる、脚を外せるテーブル（今日のL�VBACKENテーブル）

のアイデアを1956年に取り入れた。その後、同社は世界的に店舗を拡大していき、2018年に

は38カ国・321店舗・従業員数12万7千人を要するグローバル流通企業へと成長を遂げてい

る6）。

IKEAの海外展開は、同社が設立されたスウェーデンと隣接する北欧のノルウェー（1963

年）やデンマーク（1969年）への進出から始まった。これらの周辺国市場への進出では、同

社の売上げの増加、そして規模の経済性の実現や価格競争力の向上が期待されていた。しかし、

これらに続いたスイス（1973年）への進出では、当初コンサルタントから高価なビルを買わ

される等の失敗もあった。このため、カンプラート氏が直接出向いて現地の家具店や顧客を観

察し、IKEAの扱う家具については、現地企業の販売価格が高いことも確認し、現地であらた

めて購入した最初の店舗を開いた。その後1960～70年代にドイツ等の欧州各地への店舗展開

を進めた。これ以降に同社の国際展開ではIKEAビジネスの考え方が概念化されていったが、

その端緒となったのが 1976年にカンプラート氏が文書化した Testamentofafurniture

dealer（家具卸業者の遺書）である。この内部文書では、IKEAの価値と信念に関する体系化

と文書化が試みられた。とくに1970年代末以降に同社が国際展開においてこの基本的な信念・

価値を有していたことで、十分に規定されたフォーマットが構築され、後のレプリケーション

へとつながっていった。

欧州以外では香港（1975年）、カナダ（1976年）、シンガポール（1978年）、サウジアラビ

ア（1983年）、クウェート（1984年）、米国（1985年）、アラブ首長国連邦（1991年）、台湾

（1994年）、マレーシア（1994年）、ロシア（2000年）、日本（2006年）への進出が続いた。

JonsssonandFoss（2011）によると、2006年の船橋の店舗に始まる日本進出よりも前に、

1970年代終わりにIKEAは日本市場に参入していた。これは1970年代に入り、同社が街の中

心で実験店舗を開いてIKEA製品への顧客の関心を調査するマーケティングリサーチを始め

たことと関わっている。最初の日本進出はこの実験店舗の失敗例だった。この時はIKEA社

内の輸出部門からIKEA製品が日本企業に販売され、それらが日本の大型店舗の小さなIKEA
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コーナーにおいて高値で販売されていた。これはIKEAのコンセプトに反する販売方法であっ

た。また、IKEAはこの事業を日本のパートナー企業と合弁で運営していたものの、その事業

活動をコントロールできていなかった。このために、IKEAの輸出部門は日本から即座に撤退

することになった。同社はこの時に、国際的な事業拡大については自社が上手くコントロール

しなければならない、という教訓を得たという。さらに、この日本参入の失敗は、とくに国際

化の文脈のもとでは、IKEAのビジネスに関する考え方の概念化に注力すべきであるというこ

とを、同社のトップ層が認識する機会ともなった。これによって同社は異なる国々において同

質的なIKEA製品を提供できるようになった面もある、とJonsssonandFoss（2011）は指摘

している。

IKEAはこの日本参入の失敗の経験から、一般にコントロールしにくい非直営・フランチャ

イズ店舗は、InterIKEAsystem部門が自社の新規投資として統括するようになった。とく

に、IKEAでは1970年代末から戦略が変化する中で、標準化したフォーマットの統一化およ

びレプリケーションに向けて、自社内の所有構造や組織構造も変化していった。そして1982

年の同社の事業再編においてIKEAコンセプトを所有するInterIKEASystemBVが設立さ

れ、InterIKEASystem BVがIKEAのレプリケーションで重要な役割を果たすようになっ

た。InterIKEASystem BVに対しては、IKEAの経済的基盤を支える資産として、同社店

舗の売り上げの3％が支払われているという。

3.2 柔軟なレプリケーション

IKEAの海外進出先が欧州市場に限られていた時期には、海外進出の初期段階に固定化され

たレプリケーションのフォーマットが幅広く活用された。低価格を武器に成長してきた同社に

とって標準化されたフォーマットは重要であり、これはスウェーデン国内や欧州市場に出店す

る状況ではある程度有効であった。

しかし、欧州とは異質な海外市場、とくに日本市場や中国市場に進出した際は、従来のフォー

マットをそのまま適用することが困難な面もあった。たとえば、日本で必要とされる家具の大

きさは、欧米で必要とされるソファの大きさとは異なる。そこで、IKEAは世界的に標準的な

商品群を整備する一方で、各市場・店舗がその製品群の中で一定程度選択できるような階層的

なフォーマットを整備していった。近年のIKEAでは各店舗が一定の固定化されたコア製品

を共有することで規模の経済性を実現しつつも、一方で各市場・各店舗においては一定の製品

範囲の中で選択できるようになっている。

このような仕組みが作られた背景には、1980～90年代の米国進出等を通じてIKEAが新た

な知識を収集・移転・体系化する中で、フォーマットの再構成が必要となったことがある。た

とえば、1979年に始まったKraft80プロジェクトでは、南欧、北欧、東欧、北米において製

品の現地適応を推進していった。その結果、同社の製品種類が拡大し過ぎてしまい、同社の強
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みであった規模の経済性が犠牲となってしまった。そこで同プロジェクトによって新市場で適

用されるビジネスのフォーマットにおいては、規模の経済性を実現できるような体系化が慎重

におこなわれた。この経験が契機となり、IKEAの全社的なコンセプトをさらにレプリケート

することを目指した、IKEAvalueという文書をカンプラード氏が1996年に策定することに

なった。

これらを通じてIKEAはJonssonandFoss（2011）が柔軟な（Flexible）レプリケーショ

ンと呼ぶ、フォーマットの再構成を新たな知識の適用・移転を通じて実現していった。柔軟な

レプリケーションを実現する一つの鍵は、事業の仕組みの階層を柔軟に運営したことである。

たとえば、IKEAには同社の行動原理が示された・IdeaConcept・と呼ばれる、固定化された

上位階層のフォーマットがある。一方、製品の導入や価格付け等を含む・ConceptinPractice・

と呼ばれる低位階層のフォーマットは、新たな学習内容に対応する形で変えていくことが許容

されている。

このように、JonssonandFoss（2011）はIKEAの事例分析を通じて、多国籍企業のレプ

リケーションでは柔軟なレプリケーションという第三の段階があることを指摘した。この柔軟

なレプリケーションによって、本国とは異質な海外市場では、自社のフォーマットに現地で得

た知識を反映させる形で新たなフォーマットを多国籍企業は構築していく。ここで本国市場と

海外市場との間の異質性の程度が、海外市場において新たなフォーマットの必要性の違いをも

たらすことになる。本国市場と海外市場との間で異質性が低ければ自社のフォーマットをある

程度活用して規模の経済性を実現できる。しかし、異質性が高ければ海外市場に適応した新た

なフォーマットが必要となる。

JonssonandFoss（2011）の一つの貢献は、このようなフォーマットの変更を伴う柔軟なレ

プリケーションが行われる条件を明らかにしたことである。それは、多国籍企業の本社が立地

する本国と海外拠点が立地する市場との間の文化・制度の異質性の高さという条件である。す

でにみたように本国からみて異質な海外市場の経営環境下においては、レプリケーションにお

いて新たな知識の創造がおこなわれるということは、WinterandSzulanski（2001）も指摘し

ている。このような点を国際レプリケーションの枠組みのもとで、とくに本国市場とは異質な

海外市場の事業活動では柔軟なレプリケーションがおこなわれることを、JonssonandFoss

（2011）は指摘した。加えて、多国籍企業が新たなフォーマットを構築する際に、フォーマッ

トの内容に関して固定的な部分と可変的な部分を使い分けていることについても、彼女らは指

摘した。彼女らはこれを階層的アプローチ（hierarchicalapproach）と呼び、多国籍企業が

海外市場で新たに構築するフォーマットにおいて、規模の経済性と現地への適応をバランスさ

せるマネジメント手法として提示した。このような実践面での示唆もこの研究の貢献だといえ

る。
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4 国際ビジネス研究における意義 7）

4.1 多国籍企業のグローバル統合と現地適応

では、JonssonandFoss（2011）による国際レプリケーションの議論は、国際ビジネスの研

究分野においてどのような意味を持つのだろうか。

まず、JonssonandFoss（2011）は、国際レプリケーションについて、PrahaladandDoz

（1987）やBartlettandGhoshal（1989）が示したIR（Integration-responsiveness）フレーム

との関連性を以下のように指摘している。IRフレームは、多国籍企業がグローバル統合と現地

適応をいかに成し遂げるかという問題を理解するための枠組みである。WinterandSzulanski

（2001）が論じた固定化したレプリケーションを通じて知識フォーマットを世界拠点で展開す

ることで、多国籍企業はグローバル統合による規模の経済性を実現する。一方、多国籍企業は

海外事業において、既存知識の移転・適用だけでなく、新たな知識の創造を含めた現地適応を

おこなうことも必要となる。このような現地適応は、JonssonandFoss（2011）が柔軟なレプ

リケーションと呼ぶ段階でおこなわれる。これらの現地適応とグローバル統合におけるそれぞ

れの利点がトレードオフの関係にあることを、IRフレームに関する先行研究が論じてきた。

ただし、両者のトレードオフの関係は、国際レプリケーションにおける組合せやその選択への

影響因、国際レプリケーションに関する仕組みの構築や海外適用等の点からは十分論じられて

いない（JonssonandFoss,2011）。また、レプリケーションに関する先行研究でも、国内企

業の国内事業や国際フランチャイジングにおける、レプリケーションによる拡大プロセスの管

理について論じた研究はあるが、上記のような観点から国際レプリケーションについて分析し

た研究はほとんど見られない（JonssonandFoss,2011）。よって、IRフレームに関する議論

においても、国際レプリケーションの研究は貢献できる可能性がある、と彼女らは述べている。

4.2 多国籍企業の国際化プロセス

また、JonssonandFoss（2011）によると、ウプサラモデルに代表される多国籍企業の国際

化プロセスに関する議論でも、国際レプリケーションの研究が貢献できる可能性がある。

JohansonandVahlne（1977）が提示したウプサラモデルによると、多国籍企業が事業経験

を通じて獲得した知識（経験的知識）は、海外市場での事業展開における鍵となる。彼らは、

Penrose（1969）の示した経験的知識（empiricalknowledge）が、市場で購入できる客観的知

識（objectiveknowledge）と比べて、外部からの移転が難しく市場での獲得が困難であると

いう点に着目した。とくに多国籍企業が海外市場において現地の市場知識（顧客のニーズや購

買行動等に関する情報）を持たないことが、当該市場へ参入する初期段階にボトルネックにな

る、と彼らは捉えている。一方で、海外事業を通じて市場知識を獲得した多国籍企業は、現地

市場での事業機会やリスクを把握できるようになり、海外事業へのさらなる資源投入をおこな
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うようになる。その結果、多国籍企業は不定期な輸出から定期的な輸出、そして販売子会社の

設立、生産子会社の設立へと海外事業の形態を変化させていく。このように変化していく海外

事業に対して、多国籍企業はコミットメントを徐々に高めていくことになる。この海外事業に

関する経験的知識の蓄積とコミットメントの高まりという流れの中で多国籍企業が国際化して

いく過程を、JohansonandVahlne（1977）は海外事業の連鎖（establishmentchain）と呼

んだ。

また、JohansonandVahlne（1977）は、海外事業の連鎖は、多国籍企業の本国と海外市場

との間の言語や文化、政治システムの違い等にも影響を受けると述べた。とくに本国と海外市

場との間の情報の流れを阻害する諸要因を市場間の心理的距離（psychicdistance）と呼び、

多国籍企業は心理的距離が近い国から進出していく、と彼らは指摘した。加えて、彼らは

JohansonandVahlne（2009）において、多国籍企業が進出国における現地アクター（現地の

顧客やサプライヤー、競合企業等）との関係を構築することも、海外事業の連鎖に影響を与え

ると述べた。多国籍企業は海外事業において資源・時間等を投入することを通じて、現地アク

ターとの信頼関係を構築していく。その過程で多国籍企業は現地アクターが構成するビジネス

ネットワークの中で外部者（outsider）から内部者（insider）へと変わっていく。このよう

なプロセスを通じて多国籍企業は次第に現地の市場知識を獲得し、さらなる海外事業を展開し

ていくようになる、と彼らはいうのである。

以上のようなウプサラモデルについて、その限界を国際レプリケーションとの関わりで

JonssonandFoss（2011）は指摘している。まず、彼女らは、経路依存（path-dependence）

的な学習プロセスの観点から企業の国際化を捉えたJohansonandVahlne（1977;1990）は、

この領域における研究の主流だと位置づけている。一方で、経験的知識が海外事業におけるリ

スクの抑制や内外の知識・それらの組み合せの獲得につながるという点で国際化プロセスで重

要な意味をもつことについて、ウプサラモデルは十分論じていない、とも述べている。とくに

JonssonandFoss（2011）は、Forsgren（2002）の議論も踏まえつつ、たとえば多国籍企業が

国際化の過程において構成単位間で共有する知識の検討は同モデルにおいて十分おこなわれて

いない、と指摘している。Forsgren（2002）はウプサラモデルが多国籍企業の組織学習という

視点を導入して発展すべきであるという点から、特定市場の知識は各子会社が保有していると

いう捉え方を超えた見方が必要だと指摘した。国際化プロセスに関する先行研究では、本社か

ら海外子会社への知識移転の役割が強調されており、そこでは海外市場に対する本国市場ベー

スの優位性の考えが強調されている（JonssonandFoss,2011）。しかし、JonssonandFoss

（2011）は、多国籍企業の優位性をもたらす知識の提供においては、本社だけでなく、海外子

会社も重要な役割を果たすようになっていると指摘する。グローバルな競争環境において、と

くに多国籍企業が海外子会社から得た知識に関する周辺的な学習をどのようにおこない、その

知識からいかなる利益を享受してきたのかについては十分論じられていない。このような問題
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を検討するうえで、国際レプリケーションに関する研究は貢献できる可能性がある、と彼女ら

は言うのである。

5 国際レプリケーション研究の課題

以上みたように、国際レプリケーションのモデルに含まれる第三段階の柔軟なレプリケーショ

ンを提示し、これを理論的に検討したことはJonssonandFoss（2011）の貢献である。しか

しながら、彼女らの議論には残されている課題も少なくない。とくに柔軟なレプリケーション

に関する論理・分析や実践面については、少なくとも以下の点から検討する余地があると思わ

れる。

第一に、柔軟なレプリケーションが必要となる背景要因として、JonssonandFoss（2011）

が指摘した本国市場と海外市場との異質性とは別の要因についても検討することである。

JonssonandFoss（2011）はレプリケーションを取り巻く環境要因について、主にフォーマッ

トの移転元と移転先との市場特性の違いに焦点を当てている。しかしながら、フォーマットの

移転にかかわる主体（本社や海外拠点）の組織的な特性については、十分な検討がおこなわれ

ているとは言い難い。たとえば国際拠点間の組織能力や現地化（とくに人材面）、組織構造、

利用可能資源等の違いによっては、柔軟なレプリケーションの必要性や管理手法も異なってく

ると思われる。

第二に、国際拠点間で移転されるフォーマットの内容について、より幅広い観点から検討す

ることである。とくに、レプリケーションに関する既存研究は、小売り・飲食・金融分野の事

例研究が大半であり、店舗運営や品揃えに関するフォーマットを中心にとりあげてきた。しか

しながら、知識・スキルの束あるいは企業の中核能力をフォーマットとして捉えるならば、よ

り技術的な内容を含むフォーマットについても分析する必要があるだろう。たとえば、自動車

のプラットフォーム（車台とも呼ばれるフロアパンやファイヤーウォール等を含む車両の下部

構造）やエンジンのようなシステム・部品は、本社が開発することが多い。また、そのような

場合は海外拠点が車両開発を担うケースでも、その中心的な活動はアッパーボデーと呼ばれる

内外装や車両全体の設計・評価となる（石井，2013;椙山，2009）。さらに、本社が開発を担

う技術的なフォーマットは、段階的に変化・進化をとげていく。このようなフォーマットの変

化は、多国籍企業の世界的な開発体制にどのような影響を与えるのだろうか。こういった観点

から分析することも、国際レプリケーションの新たな理論展開に貢献できる可能性がある。

これに関連して、第三に、先行研究が主に分析してきた非製造分野の企業だけでなく、製造

企業の国際レプリケーションについても分析する必要があるだろう。とくに柔軟なレプリケー

ションにかかわる技術的なフォーマットに着目する場合は、製造企業の分析によって得られる

示唆が少なくないだろう。その場合は、個別の技術やシステムだけでなく、生産方式や部品・

原材料の取引・納入方式等も分析の対象となるであろう。また世界市場での販売・生産を前提
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とした製品と、特定市場での販売・生産を前提とした製品との比較も、技術的なフォーマット

の階層的な側面についてより詳しく理解する手掛かりになるだろう。とくに、後者の開発にお

いては技術的な基準や管理手法について、より現地に適したフォーマットが創出されていくこ

とも考えられる。このような階層的なフォーマットの管理についてはJonssonandFoss（2011）

も分析しているが、現地向けのフォーマットがどのように形成されるかについては十分明らか

になっていない。このような問題を分析する上では、製造企業の技術的フォーマットを分析対

象とすることが、フォーマットを比較的可視化しやすい点でも有効だと思われる。

第四に、JonssonandFoss（2011）が示した階層的アプローチを超えた、より包括的な国際

レプリケーションの組織管理に関する分析である。たとえば海外拠点の現地化や、国際拠点間

の連携といった多国籍企業に特有の経営課題との関わりの中で、国際レプリケーションを捉え

ていくことも必要だろう。とくに、上記で検討した課題は、いずれも多国籍企業の組織運営と

のかかわりで幅広く捉えることができるであろう。そのような分析は、国際ビジネス研究分野

における新たな理論的・実践的示唆の獲得を含めた貢献に結び付く可能性がある。

6 むすび

国際レプリケーションに関する議論には、先述した課題はあるものの、これを発展させるこ

とが、国際ビジネス研究の新たな理論構築につながると期待される。本稿の結びとして、われ

われが近年進めている製品開発の国際化の研究とのかかわりで、国際レプリケーションの分析

枠組みとしての可能性について指摘しておきたい。

第一に、国際レプリケーション論は、国際拠点間で移転する知識だけでなく、移転する主体

やその文脈にも着目していることである。WinterandSzulanski（2001）によると、移転知識

の特徴だけでなく、これを再現する行動や事業における知識の価値についての移転主体の理解

や経験が、レプリケーションの成否の鍵となる。この点では、製品開発プロセス等の知識体系

としての組織的な仕組みに関する国際拠点間の移転を分析する場合は、国際レプリケーション

は一つの有力な枠組みとなり得るだろう。

第二に、知識体系としてのフォーマットは、国際拠点間で移転する知識であると同時に、国

際拠点間の協働を機能させる仕組みとして捉えることができることである。国際拠点間で協働

する製品開発において採用される開発プロセスは、拠点間で移転される知識体系であるととも

に、拠点間の知識を結びつける組織システムでもある。国際レプリケーションは、国際拠点間

の能力移転だけでなく、このような国際拠点間の組織的な連携も視野にいれた枠組みとして位

置づけられる可能性も考えられる。

第三に、国際レプリケーションが着目するフォーマットの進化、すなわち柔軟なレプリケー

ションについての理論構築の可能性である。小売りや流通を対象としたレプリケーション戦略

に関する先行研究が多いという点では、製造企業における柔軟なレプリケーションの分析が必
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要とされている。とくに、わが国では近年小売り・サービス分野の企業の国際化が進んでいる

が、製造企業の国際化はそれよりも早い段階に進んできたともいえる。したがって、レプリケー

ションに関する先行研究がほとんど対象としてない製造企業の開発・生産機能を分析すること

によって、この研究領域の理論的発展につながる可能性も期待できる。

注

1） 本研究は、科研費（基盤研究（B）19H01524）、（基盤研究（C）19K01807）の助成を受けたものであ

る。

2） ZolloandWinter（2002）のダイナミック・ケイパビリティの議論を検討した持田・岩尾（2015）は、

WinterandSzulanski（2001）を知識移転の観点からレプリケーション戦略を分析した研究として紹介

している。

3） 彼らは先行研究の一つとして、Watson（1997）に含まれる東アジア（北京、香港、台北、ソウル、

日本）におけるマクドナルドの国際拠点展開に関する研究をあげている。同著では、マクドナルドが各

地域でどのようにファーストフードビジネスを持ち込んだのか、そしてそれが各地域でいかに受け入れ

られたのかについて、複数の文化人類学者が分析している。

4） レプリケーションという言葉は、経営学分野でもこの定義とは異なる意味で用いられることがある。

その一つは、StrategicManagementJournal（SMJ）誌の編集方針として、同誌への投稿を歓迎し、

掲載する研究として表明されたレプリケーション研究（replicationstudy）である。ここでのレプリケー

ション研究とは、先行研究の分析結果が新たな文脈における異なるデータでも再現されるかどうかを評

価する研究のことである（Bettisetal.,2016a;2016b）。同誌がレプリケーション研究を重視する背景

には、査読付き論文を掲載した学術誌において、統計的に有意な結果を得たまたは新たな研究の論文が

採択・掲載される近年の傾向がある。Bettisetal.（2016a;2016b）は、生体医科学や心理学の分野で被

引用頻度が高い研究結果は、異なる規模・種類のデータに基づく追試研究の多くの場合において同じ結

果が得られないという例をあげている。

ここで重要となるのは、既存研究の分析結果の再検証をおこなうレプリケーション研究を通じて、既

存研究の命題・示唆の修正や批判をおこない、関連知識を学術界で蓄積・共有していくことである。し

かしながら、上記のような論文が査読論文として採択される傾向がある一方で、既存研究の分析結果を

検証する研究、とくに統計的に有意な結果が得られなかった研究は採択されにくくなっている。このた

め既存研究の結果を評価するレプリケーション研究、あるいはその評価結果で統計的有意性が得られな

かったレプリケーション研究は実施・共有されにくくなっている。したがって、上記のような科学的な

知識を蓄積・共有していくプロセスがうまく機能してないことが危惧されている。そこでSMJ誌は、

採択・掲載されにくいレプリケーション研究や、仮説・命題が特定データで統計的な有意性が得られな

かった分析結果を示す研究（studieswithnonresults）を重視することになったのである。また、Bettis

etal.（2016b）は質の高い（high-quality）レプリケーション研究をおこなうためのガイドラインにつ

いても記述している。このようにSMJ誌でレプリケーション研究を重視するようになった経緯と背景

については、高田（2017）も詳細に検討している。彼はマーケティング・チャネル研究の例をもとに、

レプリケーション研究の方法・手順のあり方についても検討している。

5） このようにWinterandSzulanski（2001）もレプリケーションには一定の探索や知識創造を含む学

習的側面を含んでいることを論じている。彼らの示したレプリケーションの位置づけと特徴については、

持田・岩尾（2015）も企業の長期的な競争力の源泉とされるダイナミック・ケイパビリティとの関連で
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検討している。まず彼らは「企業が既存の資源を環境変化に合わせて組み替える能力」（持田・岩尾,

2015; 443頁）であるダイナミック・ケイパビリティの代表的研究である Zollo and Winter（2002）を詳

細に検討した。そこでは彼らの言う「創造的多様化」「淘汰」「複製（これが本稿のレプリケーションに

あたる）」「保持」を辿る知識進化サイクルに複製の段階を含む論拠が不十分であるが、この点はWinter

and Szulanski（2001）で詳細に説明されている、と持田・岩尾（2015）は指摘している。彼らは、知識

移転の観点からレプリケーション戦略を分析したWinter and Szulanski（2001）が、既存研究で追加費

用が少ないとされる知識の複製（レプリケーション）について別の見方を示した、と述べている。すな

わち、Winter and Szulanski（2001）において知識の複製は、「未知で複雑かつ部分的に暗黙的な施策

を再生産する活動であり、複製する中で施策が調整・創出されるという探索活動としての特徴も同時に

持っていると主張されている」（持田・岩尾, 2015; 443 頁）というのである。また、「複製を通じて探

索と活用が繰り返されることで学習が生じ、より効率的な複製のための知識が蓄積され、ダイナミック・

ケイパビリティが生まれる」（同）という点も彼らは指摘している。つまり、Winter and Szulanski

（2001）は、知識の複製段階においては、知識の活用活動がおこなわれるだけでなく、新たな知識の創

造や新たな知識進化サイクルにおける多様化の段階となることを指摘したのである。このような前提で、

移転するフォーマットを固定化する段階と、固定化されたフォーマットを移転する段階が、レプリケー

ション戦略に含まれるとWinter and Szulanski（2001）は捉えたと考えられる。

6） Jonssson and Foss（2011）は、1943年に家族経営の小さな郵送カタログによる販売会社だったが、

2011年には 38カ国・321店舗・従業員 12万 7千人のグローバル企業に成長した、と IKEAを紹介して

いる。

7） Jonsson and Foss（2011）は、以下で検討するグローバル統合と現地適応に関する研究分野や、国

際化プロセスとは異なる研究分野でも、国際レプリケーションの議論が貢献できると述べている。その

一つが、Hymer（1960）や Dunning（1979）が論じた、多国籍企業が独占的に所有している技術・知識

のマネジメントに関する研究である。これらの研究では、海外市場において現地企業が所有していない

ような、優位性のある企業特殊的な知識・技術を多国籍企業は所有していると捉えられてきた。本来、

多国籍企業は海外市場において現地企業を保護する規制や現地知識の不足によって不利な競争状況のも

とにある。この海外市場における不利な競争状況を多国籍企業が克服するうえで、多国籍企業が所有す

る技術・知識は重要であり、またそれらを所有することが多国籍企業の海外直接投資を促す条件ともな

ると言われている。この所有優位性については、知識・技術を占有できるという企業特殊性の問題は論

じられてきたが、その活用のあり方・場所については十分論じられていない、と Jonsson and Foss

（2011）は指摘した。とくにレプリケーションのためのフォーマットは多国籍企業が占有できる点とと

もに、多重利用が可能な（彼女らは「流用可能（fungible）」という言葉を用いている）知識であると

いう点を彼女らは強調している。そして「テンプレートのレプリケーションは、強力なブランド名のよ

うに占有できる優位性から得る収益を最大化する手段となり得る」（Jonsson and Foss, 2011; p. 1083）

と彼女らは指摘している。
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The significance and issues of international

replication research

Shinichi Ishii

Summary

This study examines the significance and issues of the multi-national enter-

prises’ replication model proposed by Jonsson & Foss（2011）. We first review

Winter & Szulanski（2001）, who developed a two-stage model, as the proponent

of the replication strategy. We then review Jonsson & Foss（2011）, who proposed

a replication model with three stages by adding the flexible replication stage of

creating a new business format to adapt to the foreign market. Their replication

model was developed from a case study of IKEA’s internationalization with a

hierarchical approach mixing fixed and variable features of the business format

for the global operation.


